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１．趣旨 

この要項は、新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業業務（以下「本業

務」という。） を委託する事業者を公募型プロポーザル方式により選定する手順及び方法について

必要な事項を定める。 

 

２．業務の概要 

（１）件名 

  新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業業務委託 

（２）業務内容 

  別添「新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業業務委託仕様書」（以

下「仕様書」という。）のとおり 

（３）業務委託期間 

契約日の翌日から令和９年３月３１日（水）まで 

（４）提案上限金額 

58,575,000 円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

３．応募者の参加資格要件  

本件の公募型プロポーザルに参加しようとする者は、次の要件をすべて満たした単体企業、また

は共同企業体とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当していない者であ

ること。 

（２）新潟市の入札参加資格者名簿（物品または業務委託）に登録されていること。 

   ただし、名簿に登録のない者の場合、別表１「参加申請書類」に合わせて、以下の書類も

提出すること。 

   （参加申込日の１ヶ月以内に証明されたもの。写しの提出可） 

    ①登記事項証明書 

    ②直近の決算報告書 

    ③税務署の納税証明書（「法人税と消費税及地方消費税」に未納の納税がないこと） 

    ④暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書（様式第 9 号） 

（３）本件への参加申請日から契約締結の日まで、新潟市長から新潟市競争入札参加有資格者指

名停止等措置要領で規定する指名停止の措置（他市町村で同様の措置）を受けていないこと。 

（４）新潟市競争入札参加有資格者指名停止等措置要領での別表 2 の 10（暴力的不法行為）の適

用に該当しない者であること。 

（５）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てがなされていない

者であること（同法に基づく裁判所からの再生計画認可を受けている場合を除く。）及び民

事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者で

あること（同法に基づく裁判所からの再生計画認可を受けている場合を除く。） 

（６）令和 3 年度以降に地方公共団体が指定した家庭用のごみ袋の納入実績を有する者で、令和

3 年度以降ごみ袋納入実績証明書（様式第 8 号）を提出できる者であること。 

（７）共同企業体で参加する場合は、次の要件を満たしていること。なお、共同企業体の構成団

体は単独又は他の共同企業体の構成団体として、本公募に参加することができないものとす
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る。 

①構成団体は前記すべての要件を満たしている事。 

 （ただし（６）については、実際にごみ袋の製造を行う者のみ満たすこととする。） 

    ②共同企業体は自主結成とし、構成団体間で協定を締結していること。 

    ③共同企業体は、代表企業を選定し、この代表企業を共同企業体の代表者として本市と 

契約の締結が行えること。この場合、代表企業は本市に対して全ての責任を負うもの 

とする。 

 

４．問い合わせ先等 

〒951-8550 新潟市中央区学校町通 1 番町 602 番地 1 

新潟市環境部循環社会推進課（新潟市役所本館２階） 

担当 管理グループ 

TEL 025-226-1391 

FAX 025-222-7032 

Email junsui@city.niigata.lg.jp 

 

５．募集及び選定スケジュール 

本件の公募型プロポーザルに関するスケジュールは、次のとおりとする。なお、下記の表に記載

する期日等に変更が生じた場合は、参加者に対して、改めて期日等を通知する。 

実施要項の公表 令和８年５月１５日（金） 
質問の締切 令和８年５月２０日（水）午後５時 
質問への回答 令和８年５月２２日（金） 
参加申請受付期限 令和８年５月２９日（金）午後５時 
参加資格確認結果通知期日 令和８年６月 ３日（水） 
提案書提出期限 令和８年６月１２日（金）午後５時 
選定委員会の実施（ヒアリング） 令和８年６月１９日（金）予定 
選定結果の通知・公表 令和８年６月２４日（水）予定 
契約協議・契約の締結 令和８年６月下旬 

 

６．質問及び回答 

質問及び回答に関する手続きは、下記のとおりとする。 

（１）質問方法 

本件の公募型プロポーザル等の手続き（仕様書等の資料に関する事項を含む）に関する質問

がある場合は、令和８年５月２０日（水）午後５時までに、「質問書（様式第１号）」の電子フ

ァイルを「４．問い合わせ先等」に示す E-mail に送信して提出すること。なお、質問の提出

後、本市担当者に電話にて受信確認を行うものとする。 

（２）回答方法 

質問に対する回答は、一覧表形式で作成し、令和８年５月２２日（金）までに新潟市ホーム

ページにて公表する。 

なお回答は、本実施要項と一体のものとして同等の効力を持つものとする。 

mailto:junsui@city.niigata.lg.jp
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７．参加申請手続 

本件の公募型プロポーザルに参加を希望する者は、以下のとおり参加申請書類を提出すること。 

（１）募集の実施 

新潟市ホームページに実施要項を掲載・公表して募集を行う。 

募集期間は令和８年５月１５日（金）から令和８年５月２９日（金）午後５時までとする。 

（２）参加申請書類の受付 

参加希望者は、次のとおり参加申請書類を提出するものとする。なお、作成方法について、

参加申請様式に別途指示がある場合は、それに従うものとする。 

① 受付期間 令和８年５月１５日（金）～令和８年５月２９日（金）[土・日曜、祝日除く] 

② 受付時間 午前９時～午後５時（正午～午後１時を除く） 

③ 提出書類 別表１のとおりとする。 

④ 提出部数 ７部 

・正本１部 社名のあるもの。 

・副本６部 社名なしで、応募者が判別可能な記載等は消してあること。 

⑤提出方法 新潟市ホームページから提出書類を入手し、必要図書を整え、「４ 問い合わせ

先等」に直接持参または書留により郵送（受付期間まで必着）すること。受付期間まで

に提出しない者は、本件の提案に参加することができないものとする。なお、書類の作

成および郵送等に要する費用は応募者の負担とする。 

（３）参加資格確認結果の通知 

本市は、応募者が提出した各種書類に基づき審査を行い、参加資格の有無を決定し、令和８

年６月３日（水）までに、「参加資格確認結果通知書」を電子ファイルにて、参加申請書に記載

する連絡先 E-mail に送信して交付する。なお、応募者は、提出した各種書類に関して、本市よ

り説明を求められた場合は、それに応じなければならない。参加資格要件を欠いている応募者

は失格とする。 

（４）参加資格の喪失 

「参加資格確認結果通知書」の交付後において、通知を受けた者が以下のいずれかに該当す

る場合には、本件の参加資格を喪失するものとする。 

①参加資格確認結果通知書に記載する、参加資格の有無が「無」であるとき 

②「３．応募者の参加資格要件」で示す、資格要件を満たさなくなったとき 

③参加申請書類一式に、虚偽の記載があったとき 

（５）参加の辞退 

参加申請書類提出後、提案審査への参加を辞退する場合は、「辞退届（様式第 10 号）」を 

書面で提出すること。 

 

８．提案書の受付 

本件の公募型プロポーザルに関する提案書の提出に関する手続きは、下記のとおりとする。 

（１）提案書の提出 

①受付期間  令和８年６月３日（水）～令和８年６月１２日（金） 

②受付時間  午前９時～午後５時（正午～午後１時を除く） 

③提出方法  必要書類を整え、「４．問い合わせ先等」に直接持参または書留により郵送す

ること。なお、書類の作成および郵送等に要する費用は提案者の負担とする。 
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④提出書類 別表２のとおりとする。 

⑤提出部数７部 

・正本１部 社名、代表者印（新潟市に届け出た使用印）のあるもの。 

・副本６部 社名、代表者印なしで、提案者が判別可能な記載等は消してあること。 

 

（２）提出書類作成にあたっての留意事項 

①別添「仕様書」に示す本市の要求事項に対し、別表２「提案書類の内容」に示す各項目の記

載内容に基づき、実現が可能な提案内容を項目順に漏れなく記載すること。また、項目ごと

に、提案の特徴等、実施方法及びその方法を採用するに至る考え方、実施上の留意点やポイ

ント等について記載すること。なお、具体的な提案がない場合は「提案なし」と記載するこ

と。 

②提案書は、文書での表現を原則とするが、提案者の考えを示すために必要な場合は、視覚的

表現の使用を認める。 

③提出書類に虚偽の記載があった場合、談合その他不正行為があった場合は失格とする。 

④見積書の提案金額は、委託期間中の本業務にかかる費用の見込み額とする。また、限度額は、

「２．（４）提案上限金額」に示すとおりとする。なお見積書に記載する金額は、消費税及び

地方消費税を含まないものとする。（ただし、内訳書には消費税及び地方消費税の記載も入れ

ること） 

⑤見積書に記載した金額の範囲で実現できる内容を記載すること。 

⑥仕様書に示す本市の要求事項を上回る内容を盛り込む場合は、そのアピールポイントが分か

るように記載すること。 

⑦提案書の作成に使用する言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時および計量法に

よること。なお、文字部分の文字サイズは 11 ポイント以上とし、読みやすさに配慮するこ

と。 

⑧提案書の用紙サイズ・向きは変更しないこと。なお、別に指示がある場合はそれに従うこと。 

⑨提案内容は、分かりやすい表現で簡潔に説明すること。また、用語は統一すること。なお、

文章を補完するためにイラスト、イメージ図または図面等を使用してもよい。 

⑩専門用語等を使用する場合は、提案書の欄外や用語集を用いて分かりやすく説明すること。 

⑪別表２「提案書類の内容」に示す「提案書本編」のうち様式第 12 号は、目次を付けて、20 ペ

ージ以内（両面 10 ページ以内）で作成し、ページ番号を一連で付すこと。なお、提案表紙、

目次、上記「⑩用語集」は、指定する制限枚数には算入しないので、ページ番号を付す必要

はない。 

（３）提案書の提出上の留意事項および取り扱い 

①提出する提案書は、様式の番号順に一冊のファイルに綴じること。また、別表２「提案書類

の内容」に示す様式 12 以降は、項目に対応したインデックスラベルを付すこと。 

②上記①で付すインデックスラベルに表記する項目名は、適宜省略した名称を用いてもよいも

のとする。 

③提案書の提出後、提案書に記載された内容の変更は認めない。 

④提出された全ての提案書は返却しない。なお、本市の文書規程等に従い責任を持って管理・

破棄を行うものとする。 

⑤提案書は、委託先候補者選定のほか、契約に至った場合の契約関係書類並びに本業務の推進
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に利用する以外には使用しない。なお、利用のために複製を作成する場合がある。 

 

９．一次審査の実施 

   ６者以上から提案書類の提出があった場合は、一次審査として事務局で審査書類を行い、選

定委員会による審査に進む上位５者を選定する。選定委員会の審査の対象外となった者には、

委員会開催の前日までに連絡する。なお、一次審査の採点結果やその他の審査内容は選定委員

会には引き継がない。 

 

１０．最優秀提案者の決定 

選定委員会を開催し、提案を客観的かつ総合的に評価・採点し、提案限度額の制限の範囲

内で最も得点の高い提案をした者を委託先候補者とする。 
対面でのプレゼンテーション及びヒアリングを実施する。提案書に関し本市から確認をメ

ール等で行う場合がある。その場合、確認事項の送付日は６月１５日（月）とし、回答につ

いて６月１６日（火）午後５時までに行うものとする。 
（１）選定委員会 

委託先候補者の選定は、選定委員会において行う。選定委員会は次の５名で構成する。 

委 員 長  環境部循環社会推進課長 

委  員  環境部廃棄物対策課長 

委  員  環境部環境政策課長 

委  員  新潟市清掃審議会委員 

委  員  新潟市清掃審議会委員 

（２）審査の公開・非公開 

選定委員会による評価は、非公開により行う。 

（３）評価係数 

審査項目の採点は、別表３「審査の評価基準」に定める配点に評価係数を乗じて行う。 

評価係数は、次のとおり、審査項目に対する５段階の評価に応じて決定する。 

評価 基準 評価係数 

５ 特に優れている １．０ 

４ 優れている ０．８ 

３ 標準 ０．６ 

２ やや劣っている ０．４ 

１ 劣っている ０．２ 

０ 提案事項の記載なし ０ 
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１１．ヒアリングの実施 

選定委員会において、提案書の記載内容の詳細や不明点を把握するため、提案者に対するヒア

リングを下記のとおり実施する。 

日時 令和８年６月１９日（金）を予定日とし、本市が指定する時間に実施する。 

決まり次第速やかに連絡先 E-mail にて通知する。 

方法 対面でのプレゼンテーション 

参加人数 特に制限なし 

持ち時間 １提案者あたり 30 分程度。あらかじめ提出された提案書に基づく概要説明 15 分以

内、および質疑応答 15分程度を予定。 

説明者 プレゼンテーション並びに質疑応答を行う説明者は、本業務の従事予定者のうち、

原則主担当者が行うこと。補足説明等はヒアリングに参加する者が行ってもよい。 

その他 プレゼンテーションは、あらかじめ提出した提案書をもとに、資料を画面に表示し

ながら行うこととする。別途プレゼンテーション用の資料を作成しない。 

 

１２．委託先候補者の決定及び結果通知 

選定委員会は、「１０．ヒアリングの実施」に示すヒアリングの終了後、選定委員会を開催し、

提案を客観的かつ総合的に評価・採点し、提案限度額の制限の範囲内で最も得点の高い提案をし

た者を委託先候補者とする。 

（１）提案の評価 

選定委員会において、提案書の内容及びヒアリング結果を「別表３ 審査の評価基準」に基

づき評価する。 

（２）委託先候補者の決定 

「（１）提案の評価」により委託先候補者を決定する。ただし、委託先候補者に決定した者が、

「１２．参加者の失格事項」に該当することになった場合は、決定を取り消すものとする。 

（３）委託先候補者の公表等 

委託先候補者については、ホームページ等により公表する。また、選定結果については、委

託先候補者の決定後速やかに、提案者全員の連絡先 E-mail に送信して通知する。 

交渉権第２位以降となった者については、順位を通知内容に加える。 

（４）その他 

①提案者が１者のみの場合であっても評価は実施し、評価の結果において基準点を満たすと

きは、委託先候補者とする。基準点に満たない場合、又は提案者がない場合は再度公募を

実施する。 

②審査及び選定結果に係る、電話等による問い合わせには応じないものとする。 

③提案者は、審査・選定結果に対する異議を申し立てることはできない。 

 

１３．参加者の失格事項 

次のいずれかに該当した者は失格とする。 

（１）「３ 応募者の参加資格要件」に示す資格要件を満たさない者 

（２）提出書類に虚偽の記載をした者または本要項に示す事項に違反する記載をした者 

（３）提案書の提出期限までに到着しなかった者 
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（４）提案書の記載事項中、金額の訂正や提案者の氏名その他主要な事項が識別しがたい記載 

した者 

（５）本件について２以上の提案（本人およびその代理人がした提案を合わせたものを含む。）を

した場合におけるその者の全部のもの 

（６）私的独占の禁止および公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 条）等に抵触

する不正行為を行ったと認められる者 

（７）公正さを疑うに足りる相当な理由があると認められる者 

（８）「参加申請書を提出した日」から「選定委員会において選考が終了するまで」の間に選定委

員または事務局に不正な接触を行った者 

（９）その他、本件に関する条件に違反した者  

 

１４．その他留意事項 

（１）本件に係る手続き並びに契約手続きにおいて使用する言語は日本語、通貨は日本国通貨と

する。 

（２）参加者またはその代理人は、本件について他の参加者の代理人となることができない。 

（３）不正の提案が行われる恐れがあると認めるとき、または災害その他やむを得ない理由が生

じたときは、本件を中止し、または期日を延期することがある。 

（４）談合情報等により、公正な選定が行われない恐れがあると認められるときは、本件を中止

し、または期日を延期することがある。 

 

１５．契約協議及び契約の締結 

（１）契約の締結等 

①本市は、選定委員会の審査結果に基づき、本業務委託契約の締結交渉順位を決定する。 

②本市は、委託先候補者と委託契約の締結交渉を行う。 

③締結交渉の結果、合意に至らなかった場合、もしくは失格事項または不正と認められる行

為が判明した場合は、順次、次の順位以降の者を繰り上げて、その者と交渉を行う。 

④本市は、委託先候補者と詳細な業務の内容および契約条件に関する協議を行う。協議の中

で、市から提案書の内容への追加、変更または削除を求めることができるものとする。 

⑤合意に至った場合は当該契約の締結に係る手続きを行い、委託業務契約を締結する。 

⑥契約手続きは、「新潟市契約規則」に定めるところによる。 

⑦本市は契約締結後においても、受託者がこの業者選定にかかる失格事項または不正と認め

られる行為が判明した場合は、契約の解除ができるものとする。 

（２）提案内容の実現と経費 

①提案内容の実現に係る追加費用や別途費用は、すべて受託者の負担で行うこと。 

②提案額は、受託者の都合による変更を認めない。 

（３）契約締結後の留意事項 

契約時における仕様は、提案書に記載されている事項とするが、本市と受託者との協議によ

り、必要に応じて追加、変更または削除を行うことがある。 

 

１６．プロポーザル参加等に要する費用 

本件の公募型プロポーザルに参加するための費用は、提案者の負担とする。  
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別表１ 

参加申請書類の内容 

大項目 項目 内容説明 様式等 

参加申請書 

様式に従って申請書を作成してください。 

（単独応募 様式 2-1 号 

共同企業体応募 様式 2-2 号、2-3 号） 

様式第 2-1 号 

様式第 2-2 号 

様式第 2-3 号 

参加申請表紙 様式に従って表紙を作成してください。 様式第 3号 

応募者の

概要及び

実績 

① 企業概要 

様式に従って貴社の企業概要を作成してくださ

い。あわせて、企業概要（冊子）があれば添付して

ください。 

様式第 4号 

②類似事業等

実績一覧 

過去の類似事業等実績を様式に従い、記載してく

ださい。 
様式第 5号 

業務体制 

受託した場合の業務体制（執行支援体制、主担当

者の氏名）を様式に従い、具体的に記載してくだ

さい。 

本業務の成果を高めるため、業務の一部を再委託

する予定がある場合は、その点についても記載し

てください。 

様式第 6号 

基本的取組方針 
本件業務実施に際しての基本的な取組み姿勢及び

方針を記載してください。 
様式第 7号 

令和３年度以降ごみ袋納

入実績証明書 

必要事項を記入。 
様式第 8号 

暴力団等の排除に関する

誓約書兼同意書 

記載内容に誓約し、記名。 
様式第 9号 
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別表２ 

提案書類の内容 

大項

目 

項目 内容説明 様式等 

提案表紙 様式に従って表紙を作成してください。 様式第 11 号 

提案

書本

編 

① 提案の考え方

（基本方針） 

 

国の動向はもとより、本市の現状と課題等を踏ま

え、提案の考え方、提案の概要及び特徴を記載し

てください。 

様式第 12 号 

 

②作業構成と役割

分担 

本業務で必要と想定する作業項目をできる限り

詳細に、工程順に表形式で記載してください。ま

た、各作業内容において、本市に想定される役割

があれば記載してください。 

③業務内容・実施

手法等 

仕様書「４ 業務内容等」で求める項目を実施す

る上での内容・手法を具体的に記載してくださ

い。（指定袋の品質、デザイン案、広報・啓発） 

④業務体制 不具合が生じた際の対応について、記載してくだ

さい。（不良品、欠品等のリスクケア） 

⑤創造的提案 本業務をより有効にするための創造的な提案事

項、または仕様の追加や変更事項があれば記載し

てください。なお、追加提案は本業務の委託費用

の範囲で実施できるものとします。 

⑥社会貢献性 指定ごみ袋製造業務以外での活動等について、事

由に記載してください。 

（ゼロカーボン、SDGｓへの取組みなど） 

⑦業務計画 原料の調達計画、袋製造・納品までのスケジュー

ルを含め、業務計画について記載してください。 

見積書 見積書を様式に従い提出してください。 

併せて内訳書を添付してください。 

内訳書は消費税及び地方消費税を含まない金額

を記載してください。 

様式第 13 号 

※内訳書は 

様式自由 
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別表３ 

審査の評価基準 

No. 区分 審査項目 評価基準 配点 

１ 
業務内容 

（４５点） 

基本方針について 本業務に対する理解度、提案の考え方

等、提案者の視点、着眼点、見識につい

て評価する。 

５ 

指定袋 ＜品質＞ 

仕様書に規定の品質（材質・強度）を確

認し、バイオマス配合率を評価する。 

５ 

＜デザイン性＞ 

袋のデザインを評価する。 

市民のプラスチック削減への意識醸成

が図れるか。 

５ 

業務計画 原料の調達計画、袋製造・納品までのス

ケジュールを示したうえ、業務遂行が現

実的な価格・体制であるか。 

１０ 

市民への広報・啓発 

（独自提案） 

提案内容について、本事業の目的と照ら

し合せて評価する。 
２０ 

２ 
適格性 

（２５点） 

応募者の経営状況 

受託実績 

資本金、売上高、生産能力を評価する。 

過去に類似する実績があり、本業務を円

滑に行えることが見込まれるか。 

１０ 

不具合・リスク対応 不具合が生じた際の対応について、欠品

等のリスクケアを確認する。 

過去に不具合があった場合は、その際の

対応も含めて確認する。 

１０ 

社会貢献、SDGｓ 指定ごみ袋製造業務以外での活動、 

ゼロカーボンやSDGｓへ向けた取組みを

評価する。 

５ 

３ 
価格等  

（３０点） 

見積価格 （最低見積金額÷見積金額）×配点 ２５ 

市内事業者 
新潟市内に本社、支社、支店又は営業所

等があるか。 
２ 

環境優良事業者認定 ONE カンパニーとして認定されているか ３ 

合計 １００ 

 

 



  

【様式第 1 号】 

質   問   書 

  年  月  日 

（宛先）新潟市長 

所在地 
 商号又は名称 
 代表者氏名                
 （担当者氏名） 

 

件名：新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業業務委託 

 

上記業務にかかる仕様書等の内容について、次のとおり質問します。 

項目（ページ数等） 質 問 内 容 
  

（注意事項） 

・公募型プロポーザル等の手続き（仕様書などの資料に関する事項を含む）に関する質問がある

場合は、公募型プロポーザル募集要項「６質問及び回答」を熟読のうえ、この質疑書を用いて

行うこと。 

・「項目（ページ数等）」には、仕様書などの資料名称を記載すること。 

 



（様式第 2-1号） 

 

新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業 

プロポーザル参加申請書 

 

  年  月  日 

 

 

（提出先） 

新潟市長  中原  八一 

 

〒 

所 在 地 

事業者名 

代表者名               印 

 

 

 

参加資格を満たしており、標記業務のプロポーザルに参加を希望するので、下記のとおり申請

します。 

 

記 

 

件名 新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業 

担当者名  

連絡先電話番号  

ＦＡＸ番号  

メールアドレス  

 



（様式第 2-2 号） 

 

新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業 

プロポーザル参加申請書 

 

  年  月  日 

 

 

（提出先） 

新潟市長  中原 八一 

 

共同企業体名称 

〒 

（代表構成員）所 在 地 

事業者名 

代表者名               印 

〒 

（構成員）所 在 地 

事業者名 

代表者名               印 

〒 

（構成員）所 在 地 

事業者名 

代表者名               印 

 

参加資格を満たしており、標記業務のプロポーザルに参加を希望するので、下記のとおり申

請します。 

 

記 

 

件名 
新潟市脱炭素社会に向けた 

バイオマスプラスチック利用促進事業 

代表構成員 

連絡先 

担当者名  

電話番号  

ＦＡＸ番号  

メールアドレス  

 



  

（様式第 2-3 号） 

 

年  月  日 

共同企業体協定書兼委任状 

 
（宛先）新潟市長 

共同企業体の名称                     
代表構成団体  住所・所在                     

    会社・団体名                     
    代表者名                     

 
 新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業業務業務委託業者選定プロポー

ザルに参加するため、実施要領に基づき、共同企業体を結成し、下記事項に関する権限を代表に委任し

て申請します。 

 なお、当該業務の受託者となった場合は、各構成団体は新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラ

スチック利用促進事業業務委託の受託者としての業務の遂行及び業務の遂行に伴い当共同企業体が負

担する債務の履行に関し、連帯して責任を負います。 
 

共同企業体の 

名称 

 

共同企業体 

事務所所在地 

 

共同企業体の 

代表構成団体 

（受任者） 

＜代表構成団体＞ 

住所・所在 

会社・団体名 

代表者名 

共同企業体の 

構成団体 

（委任者） 

＜構成団体＞ 

住所・所在 

会社・団体名 

代表者名 

＜構成団体＞ 

住所・所在 

会社・団体名 

代表者名 

共同企業体の

成立、解散の

時期及び委任

期間 

   年  月  日から当該委託業務の履行後  か月を経過する日まで。ただし、当

共同企業体が上記業務の受託者とならなかった場合はただちに解散します。また当共同企

業体の構成団体の脱退又は除名については、事前に委託者の承認がなければこれを行うこ

とができないものとします。 

委 任 事 項 

１ 業務委託に係る提案・見積に関する件 

２ 契約締結に関する件 

３ 業務委託料の請求・受領に関する件 

そ の 他 
１ 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできません。 

２ 本協定書に定めのない事項については、構成団体全員により協議することとします。 

（備考）共同企業体を結成してプロポーザルに参加する場合はこの様式を提出してください。 

また、構成団体欄が足りない場合は、記入欄を増やすか本書を複写してください。 

 
使用印鑑 

 
使用印鑑 

 
使用印鑑 

 
使用印鑑 



  

【様式第 3 号】 
 

 
 
 

 

 

新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業業務委託 

公募型プロポーザル参加申請書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商号又は名称                   



  

【様式第 4 号】 

企 業 概 要 

商号又は名称  

代表者名  

所在地  

電話番号  

FAX 番号  

開設・創設年月日  

資本金  

前年度売上高  

生産能力 
 

事業内容 

 

総従業員数  

国内営業拠点数  

新潟市内の営業拠点数  

 

営業拠点とする支店・営業所などの概要 

営業拠点の名称  

所在地  

電話番号  

FAX 番号  

従業員数 営業拠点に常駐している従業員数       人 

※1 本社と契約主体の営業拠点が異なる場合に、その営業拠点について記載すること。 



  

【様式第 5 号】 

類似事業等実績一覧 

 

 

【記入上の注意事項】 

1 令和３年度以降における、バイオマスプラスチック等製ごみ袋の製造実績について記入すること。 

2 「自治体等名」は、業務着手当時の自治体等の名称を記入すること。 

3 「契約期間」は、当該業務にかかる契約期間を記入すること。 

4 「契約金額｣は、当該業務に係る契約金額(税込)を記入すること。 

5 契約により守秘義務がある場合は、公開できる範囲で記載すること。 

6 欄のサイズ変更や行の追加はしないこと。 

商号又は名称  

No. 自治体等名 品目 枚数 契約期間 備考 

例 ○○市 

○○市家庭系ごみ収集用指

定袋燃やすごみ 小（２０

Ｌ） 

6,000,000 

令和●年●月●日 

～ 

令和●年●月●日 

 

例 ○○市 
○○市環境美化ごみ袋 （２

０Ｌ） 
2,000,000 

令和●年●月●日 

～ 

令和●年●月●日 

 

1   

 

 

 

 

 
 

2   

 

 

 

 

 
 

3   

 

 

 

 

 
 

4   

 

 

 

 

 
 

5   

 

 

 

 

 
 



  

【様式第 6 号】 

業 務 体 制 

本業務を受託した場合の執行支援体制、各々の業務範囲等を具体的に記載してください。 

主担当者の氏名および保有資格について記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ スペースが足りない場合は適宜広げても良いものとします。 

 

業務の一部を再委託する予定がある場合は、ここで記入してください。 

再委託する予定の業務内容 
仕様書該当

箇所 

再委託予定業者

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
□市内業者 

□市外業者 

 

 



  

【様式第 7 号】 

 

基本的取組方針 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４サイズ横で任意作成） 



(別紙8)

令和　 年　 月　 日

新潟市長　宛

企業名　

代表者名

都道府県 市 品目 枚数 契約期間 備考

例 新潟県 新潟市
新潟市家庭系ごみ収集用指定袋
燃やすごみ用　小(２０Ｌ)

6,000,000
令和●年●月●日

～
令和●年●月●日

1

注１）記載する実績の数は、令和３年度以降の直近１件のみとする。

　２）令和３年度以降において、地方公共団体と契約を締結し、誠実に履行した実績を証明する以下のものを添付すること

①契約書の写し（品目・数量・履行期限の確認できる箇所）

令和３年度以降ごみ袋納入実績証明書　　　

　下記のとおり、令和３年度以降に地方公共団体が指定した家庭用のごみ袋を納入したことを実績証明いたしま
す。

②履行が確認できる書類の写し（例：受領が確認できる納品書、地方公共団体が発行する検査合格通知書、
　地方公共団体からの支払いが確認できる口座取引明細の該当部分）



（様式 9） 

＊ 市では，新潟市暴力団排除条例に基づき，行政事務全般から暴力団を排除するため，申請者に暴力団等ではない旨の

誓約をお願いしています。  

暴力団等の排除に関する誓約書兼同意書 
  
私（当法人・当団体）は，新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進

事業のプロポーザルに参加申請を行うに当たり，下記の事項について誓約します。  
  

記 
  
１ 私（当法人・当団体）は次のいずれにも該当しません。  
(1) 暴力団（新潟市暴力団排除条例（平成 24 年新潟市条例第 61 号）第２条第２号に規定する暴力団を

いう。以下同じ。）  
(2) 暴力団員（新潟市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）  
(3) 役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有す

る者をいい，法人以外の団体である場合は代表者，理事その他これらと同等の責任を有する者をいう。）

が暴力団員であるもの  
(4) 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの  
(5) 自己，その属する法人その他の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用しているもの  
(6) 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し，又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の

維持運営に協力し，又は関与しているもの  
(7) その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの  
  
２ 暴力団員等であるか否かの確認のため，新潟県警察本部に対して照会が行われる場合が

あることに同意し，当該照会に必要な役員等の情報（役職名，氏名，生年月日，性別，住

所）を記載した名簿の提出を求められた場合は，指定の期日までに貴市に提出します。  
  
  

   年   月   日  
   
新潟市長  様  
  

〔法人，団体にあっては所在地〕  
住 所  
  
                                                        

〔法人，団体にあっては名称及び代表者の氏名〕  
   

（ふりがな） 
氏  名                                         ㊞ 

 



【様式第 10 号】

 
（宛先）新潟市長 
 
 

公募型プロポーザル参加辞退届 

 
 

 
件名：新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業業務委託 
 
辞退理由（出来るだけ詳しく記入してください。） 
 

 

 

 

 

 
  年  月  日 

 
 

（申請者）所在地 
 商号又は名称 
 代表者氏名                

 

 



【様式第 11 号】

 

提 案 書 
 

件名：新潟市脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業 

業務委託 

 

 

標記業務について提案書を提出します。 

 

  年  月  日 

 

（宛先）新潟市長 

 

 

 

（提案者）所在地 

 商号又は名称 

 代表者氏名 

 



  

【様式第 12 号】 

 

 

 

 

 

 

 

（ Ａ４サイズ横で任意作成 ） 



【様式第 13 号】
 

 

見積書 

 

  年  月  日 

新潟市長  中原 八一 様  

 

 

所在地 

商号又は名称 

代表者氏名 

電話番号 

担当者氏名 

 

 

 

新潟市契約規則及びこれに基づく見積条件を承認のうえ、見積いたします。 

 

 

業 務 名 

新潟市脱炭素社会に向けた 

バイオマスプラスチック利用促進事業業務委託 

履 行 場 所 環境部循環社会推進課 

金   額 

           円 

【注意事項】 

1 本見積書に記載する見積額は、消費税及び地方消費税を含まないものとする。 

2 別途内訳書を添付してください（様式自由）。 

 


